
千葉市立病院改革プラン（概要版） 　　　

Ⅰ 背景

（１）多くの公立病院において、経営環境や医療

提供体制の維持が極めて厳しい状況。

（２）両市立病院においても、医師不足の影響な

どから、診療の一部制限や平成１８年度、平

成１９年度に欠損金が生じた。

（３）平成１９年１２月に総務省より、病院事業経

営改革に取り組むよう「公立病院改革ガイド

ライン」が示された。

【ガイドラインの主なポイント】

◆経営の効率化

経営指標に係る数値目標の設定

*病床利用率が過去３年連続して７０％

未満の病院は、病床等の抜本的な見直し

◆再編・ネットワーク化

保健医療計画（県）との整合を確保

◆経営形態の見直し

人事・予算等に係る実質的権限、結果へ

の評価・責任を経営責任者に一本化

例示：地方公営企業法全部適用、地方独

立行政法人化、指定管理者制度、

民間譲渡

◆平成２０年度内に策定

Ⅱ 計画策定の経過

平成２０年５月 病院連絡会

平成２０年６月 両市立病院連携ワーキング

平成２０年９月 中期経営計画中間報告

平成２０年９月～ 関係課との協議

平成２１年２月 両市立病院再整備計画

検討小委員会

平成２１年６月 千葉市地域保健医療協議会

平成２１年８月 パブリックコメント手続

平成２２年１月 策定

Ⅲ プランの目的

４つの視点から取り組み、病院事業経営の

改革と良質な医療の継続的提供を目指す。

計画期間 平成２１年から２５年（５年間） 経営の効率化は３年間

１ 両市立病院の果たす役割、ネットワーク化

両市立病院の再整備計画

◆両市立病院再整備基本構想（平成８年３月）

◆市立病院再整備基本計画（平成１０年２月）

◆市立海浜病院再整備基本計画（平成１２年３月）

千葉県保健医療計画「循環型地域医療連携システム」

（平成２０年４月策定）

４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）、

４事業（救急、災害時、周産期、小児）の循環型地

域医療連携システムの構築の考えが示され、各疾病

の急性期、回復期、在宅に至るまでの医療機能等の

役割分担が示された。

主な診療機能

○高齢化対応機能

○救急医療

○高度・専門・特殊医療

・精神医療

・感染症

・緩和ケア

・血液内科

○災害時医療

現状

主な診療機能

○救急医療（夜間救急初

期診療他）

○高度・専門・特殊医療

・周産期医療

・循環器医療

（心臓血管外科）

○小児医療

○災害時医療

青葉病院

海浜病院

《重点取組事項》

○地域周産期母子医療センター

海浜病院の産婦人科等の診療機能を強化し、既存施設を活用し地域周産期母子医療

センターの認定を目指す。

○循環器疾患への対応（体制強化、集約化を検討）

《取組事項》

○少数医師配置の診療科の在り方を検討○小児医療の連携強化○緩和ケア病床の効率的な活用

主な診療機能の継続的提供

○高齢化対応機能

○救急医療

○高度・専門・特殊医療

・精神医療

・感染症

・緩和ケア

・血液内科

○災害時医療

主な診療機能の継続的提供

○救急医療（夜間救急初

期診療他）

○高度・専門・特殊医療

・周産期医療（地域周産期

母子医療センター）

・循環器医療

（心臓血管外科）

○小児医療

○災害時医療
連携

両市立病院情報システムのネットワーク化

地域の医療機関とのネットワーク化

一般会計から繰出す経費については、「救急医療」等の国基準に該当する経費のほか、地域医療に必要な医療を確保するための「臨床研修医受入れに伴う経費」「感染症医療に

要する経費」等について、国基準外（市基準）として繰出しを行う。

２ 一般会計負担の考え方

収入の増加・確保や経費節減・抑制の対策に取り組み、「病床利用率」「職員給与費比率」など主要な経営指標の達成を目指す。

３ 経営の効率化

１ 取組事項

経営指標などの目標の達成に向けた取組について

（１）収入増加・確保 （２）経費節減・抑制 （３）その他

○DPC包括評価支払の導入 ○SPD（物品管理システム）の導入及び拡充 ○臨床研修の実施

○施設基準の届出の見直し ○後発医薬品（ジェネリック薬品）の使用の拡大 ○医師の待遇改善

○地域医療機関との機能分担と連携強化 ○クリニカルパスの推進 等

○使用料等の見直し 等

２ 主要指標 一般病床利用率、医業収支比率、職員給与費比率など、８項目について平成２１年度、２２年度、２３年度毎に目標数値を定めた。

３ 収支計画 平成２１年度、２２年度、２３年度毎に収益的収支、資本的収支の収支計画を作成した。

４ 経営形態の見直し

○現状

昭和４３年より地方公営企業法の財務適用となっている。

・経営の基本原則・特別会計の設置・経費分担の原則

○両市立病院の課題

・累積欠損金の縮減、繰入金の減額・様々な環境に、より柔軟かつ迅速に対応

出来る体制の確立・両市立病院が連携した効率的な医療の提供（診療機能の

集約化など）・専門知識を有した職員の育成

両市立病院の移行する経営形態

「経営の権限及び責任がより明確に

なること」、「両市立病院が担う医療

提供体制が確実に確保されること」な

どから、地方公営企業法全部適用への

移行を目指す。

経営形態の種類

・地方公営企業法全部適用

・地方独立行政法人

・指定管理者制度

・民間移譲

青葉病院 海浜病院


